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岩　　　槻　　　市

和土消防組を設置する。
（６年８月）

与野消防組を設置す
る。（６年１１月）

大　正

明　治 明　治 明　治

さいたま市消防局の沿革

慈恩寺消防組を設置す
る。（６年１１月）

１．合併前の消防

旧幕時代、各地で私設消防組を設置し、消火活動を行った。

浦　　　和　　　市

大　正大　正

大宮消防組を設置す
る。（４４年１１月）

大　　　宮　　　市

明　治

大　正

浦和消防組を設置す
る。（２７年５月）

岩槻消防組を設置する。
（３５年１１月）

与　　　野　　　市

１町６村の合併により岩槻
町が誕生、町制を施行す
る。（２９年５月）

昭　 和
２０年代

浦和市消防本部・消防
署を設置する。（職員４１
名）（２３年４月）

浦和市消防団を浦和市
連合消防団に改称す
る。（２５年４月）

大宮市連合消防団を大
宮市消防団に改称す
る。（３９年４月）

岩槻町消防団を設置す
る。（２９年５月）

大宮市消防本部・消防
署を設置する。（職員２５
名）（２３年４月）

昭　 和
３０年代

消防本部・消防署庁舎
を新築移転する。
（３２年４月）

川通消防組を設置する。
（７年２月）

柏崎消防組を設置する。
（７年３月）

～

新和消防組を設置する。
（７年１０月）

昭　 和
２０年代

昭和２３年３月　消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）が施行され、自治体消防制度が発足する。

消
防
組
織
法
施
行
ま
で

大宮警防団に常備消防
部を設置する。
（１８年３月）

消防団令（勅令第１８５
号）公布により大宮警防
団を大宮消防団に改め
る。（２２年９月）

昭　 和
元　 年

岩槻市消防本部・消防署
を設置する。（職員１８名）
（３８年１０月）

昭　 和
３０年代

昭　 和
３０年代

救急業務を開始する。
（３７年１月）

大宮消防団を大宮市消
防団に改称する。
（２３年４月）

市制を施行する。
（２９年７月）

昭　 和
２０年代

東京オリンピック開催に
伴い、大宮サッカー場の
消防警戒を実施する。
（３９年１０月）

大宮市消防団を大宮市
連合消防団に改称す
る。（２５年６月）

昭　 和
３０年代

消防団令（勅令第１８５
号）公布により浦和警防
団を浦和市消防団に改
める。（２２年８月）

昭　 和
２０年代

与野町消防団を与野町
連合消防団に改称す
る。（２９年３月）

救急業務を開始する。
（３１年７月）

市制を施行する。
（３３年７月）

市役所に常備消防部を
設置する。（１７年４月）

消
防
組
織
法
施
行
ま
で

警防団令（勅令第２０
号）公布により浦和消防
組を浦和警防団に改め
る。（１４年１月）

消
防
組
織
法
施
行
ま
で

～

警防団令（勅令第２０
号）公布により大宮消防
組を大宮警防団に改め
る。（１４年１月）

市制を施行する。
（１５年１１月）

昭　 和
元　 年

昭　 和
元　 年

～

消
防
組
織
法
施
行
ま
で

昭　 和
元　 年

市制を施行する。
(９年２月)

浦和市防護団を結成す
る。（９年４月）

与野町警防団を編成す
る。（１２年８月）

消防団令（勅令第１８５
号）公布により与野警防
団を与野町消防団に改
める。（２３年１月）～
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消防音楽隊を発隊す
る。（５３年４月）

浦和少年消防団が発足
する。（５８年１０月）

自衛隊へ委託し、レン
ジャー隊員の養成を開
始する。（４６年９月）

東消防署春野分署（現
見沼消防署春野出張
所）を開署する。（８年２
月）

昭　 和
5０年代
６０年代

昭　 和
5０年代
６０年代

平成

埼玉県下消防相互応援
協定覚書を締結する。
（６０年４月）

消防署を東消防署・西
消防署・北消防署の３署
体制とする。（１０年４月）

平成

岩槻市消防支援隊が発
隊する。（１２年１２月）

消防本部に予防課を新
設し、２課制とする。
（１２年４月）

平成

消防音楽隊を発隊す
る。（７年８月）

阪神・淡路大震災被災
地に２隊１１名を派遣す
る。（７年１月）

通信指令装置を設置す
る。（５０年３月）

消防署指扇分署を（現
西消防署）開署する。
（６２年１０月）

消防本部に指令課を新
設し、４課制とする。
（５８年４月）

火災報知電話受信台を
設置する。（５５年２月）

埼玉県下消防相互応援
協定覚書を締結する。
（６０年４月）

昭　 和
5０年代
６０年代

消防緊急通信指令装置
を設置し、運用を開始す
る。（４年３月）

消防緊急通信指令施設
を設置し、運用を開始す
る。（８年３月）

平成

管制防災室を指令課に
改組し、指令業務を専
属とするとともに、消防
本部を4課制とする。
（元年１０月）

消防本部に管制防災室
を新設し、３課１室制とす
る。（５８年７月）

埼玉県下消防相互応援
協定覚書を締結する。
（６０年４月）

埼玉県内からの携帯電
話１１９番通報受信・転
送システムの運用を開
始する。（１０年４月）

昭　 和
5０年代
６０年代

消防本部、中央消防署
（現消防局・浦和消防
署）の庁舎が落成する。
（２年１１月）

消防緊急情報システム
の運用を開始する。
（２年１０月）

阪神・淡路大震災被災
地に２隊１３名を派遣す
る。（７年１月）

消防署を中央消防署・
東消防署・西消防署の３
署体制とする。（５１年１
月）

埼玉県下消防相互応援
協定覚書を締結する。（６
０年４月）

埼玉国体開催に伴い、
大宮会場の消防警戒を
実施する。（４２年１０月）

昭　 和
４０年代

防災センターを開所し、
消防本部を移転するとと
もに、東消防署（現大宮
消防署）を併設する。
消防署を東消防署・西
消防署の２署体制とす
る。（２年４月）

東消防署宮原分署（現
北消防署）を開署する。
（５年２月）

昭　 和
４０年代

昭　 和
４０年代

消防署南浦和出張所
（現南消防署）を開所す
る。（４４年８月）

消防署西部出張所（現
桜消防署）を開所する。
（４７年６月）

消防本部を総務課・予
防課・警防課の３課制と
する。（４６年７月）

消防署東出張所（現緑
消防署）を開所する。
（４９年６月）

与野市消防本部・消防
署を設置する。（職員１８
名）（４０年４月）

消防本部に課制を導入
し、総務課・予防課・警
防課の３課制とする。
（４３年１０月）

与野市連合消防団を与
野市消防団に改称す
る。（４０年９月）

消防本部（現大宮消防
署大成出張所敷地内）
の庁舎が落成する。
（４３年８月）

救急業務を開始する。
（４０年７月）

消防本部・消防署（現中
央消防署）の庁舎が落
成する。（４０年７月）

浦和市連合消防団を浦
和市消防団に改称す
る。（４０年４月）

第２９回消防救助技術
関東地区指導会が開催
される。（１２年７月）

衛星通信システムの運
用を開始する。（９年１
月）

消防本部・消防署（現岩
槻消防署）の庁舎が落成
する。（４７年７月）

昭　 和
４０年代
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平成

１６年１０月

１局２部８課１０消防署１５出張所の組織とする。

新潟県中越地震の被
災地に緊急消防援助
隊として１隊５名の隊
員を派遣する。

新潟・福島豪雨の被災地に緊急消防援助隊として１０隊３４名の隊員

さいたま市と岩槻市が合併する。

び県営大宮公園水泳場（水上の部）で開催される。

指令課に情報システム推進室を新設する。

を派遣する。

１５年　４月

消防緊急情報システムの運用を開始する。

１５年１０月

３．飛躍するさいたま消防
１７年　４月

さいたま市消防局第２代消防長に、中村武三氏が就任する。

指導課と査察課を統合し、査察指導課とする。

１本部１０課７消防署１４出張所の組織とする。

１７年　６月

１７年　７月

１本部９課７消防署１４出張所の組織とする。

緊急消防援助隊関東ブロック合同訓練が埼玉スタジアム２００２で開

１６年　４月

る。

２００２ＦＩＦＡワールドカップ開催に伴い、試合会場となった埼玉スタジ

１４年１１月

岩　　　槻　　　市

職員定数１，２５１名とする。

アム２００２の消防警戒を実施する。

第３４回消防救助技術関東地区指導会（主催：財団法人全国消防協会関東地区支部）が岩槻文

１７年　８月

緑消防署美園出張所を新築移転する。

さいたま市消防局第３代消防長に、前場久和氏が就任する。１８年　４月

化公園（陸上の部）及び県営大宮公園水泳場（水上の部）で開催される。

さ　　　　い　　　　た　　　　ま　　　　市

防災センターの管理を総務部から消防本部に移管する。

１４年　６月

１３年　５月

１４年　４月

浦和市、大宮市、与野市合併により、さいたま市消防本部が発足する。

職員定数１，１０５名とする。

さいたま市消防本部初代消防長に、金山信孝氏が就任する。

北消防署植竹出張所の建替えを行う。

桜消防署を新築移転する。

１局２部（総務部・警防部）８課９消防署１２出張所の組織とする。

２．さいたま消防の幕開け

１６年　７月

を派遣する。

与野消防署の救急出場体制を２台体制とする。

催される。

さいたま市の政令指定都市移行に伴い、さいたま市消防局が誕生す

１５年　７月

職員定数１，１０５名とする。

１６年１０月 新潟県中越地震の被災地に緊急消防援助隊として１３隊４６名の隊員

第３４回全国消防救助技術大会（主催：財団法人全国消防協会）が岩槻文化公園（陸上の部）及
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する。

２５年１０月

職員定数１，３３１名とする。

２７年　９月

２８年　３月 緑消防署を新築移転する。

８日間で延べ４７隊１５８名の隊員を派遣する。

ネパール地震に対する国際消防救助隊の派遣に伴い３名の隊員を派遣する。

消防救急デジタル無線の運用を開始する。

平成２７年９月関東・東北豪雨の被災地に、全国で初めて緊急消防援助隊統合機動部隊として、

東京都大島町土砂災害の被災地に緊急消防援助隊として７隊４４名の隊員を派遣する。

さいたま市消防局第９代消防長に、辻和明氏が就任する。

２６年　４月 指令課課内室として、システム企画室を設置する。

派遣する。

を派遣する。

２１年　４月

インドネシア西スマトラ州パダン沖地震災害に対する国際消防救助隊の派遣に伴い２名の隊員

さいたま市消防団協力事業所表示制度を施行する。

１９年　７月 浦和消防署日の出出張所を新築移転する。

２０年　４月

第３４回主要国首脳会議（北海道洞爺湖サミット）開催に伴う消防特別警戒に６隊２９名の隊員を

２０年　６月

２０年　７月

１８年　５月

岩手・宮城内陸地震の被災地に緊急消防援助隊として５隊３９名の隊員を派遣する。

水難救助車を桜消防署に配備し、運用を開始する。

を開始する。

戒を実施する。

警防部から予防課及び査察指導課を分離し、予防部を設置する。

１局３部（総務部・警防部・予防部）８課１０消防署１５出張所の組織とする。

消防法及びさいたま市火災予防条例の改正により、すべての住宅に住宅用火災警報器の設置

バスケットボール世界選手権開催に伴い、試合会場となったさいたまスーパーアリーナの消防警

総務省消防庁より貸与された特別高度工作車を大宮消防署に配備し、運用を開始する。

２１年　７月

１８年　６月

２１年　５月

さいたま市消防局第５代消防長に、小池健一氏が就任する。

さいたま市消防局第４代消防長に、原田信広氏が就任する。

１８年　８月

第１５回全国救急隊員シンポジウム（共催：財団法人救急振興財団）を大宮ソニックシティで開催

が義務化される。

特殊災害対応車を北消防署に配備し、運用を開始する。

１９年　１月

大宮消防署大成出張所の建替えを行う。１９年１１月

１９年　４月

特別高度救助隊（愛称：さいたまブレイブハート）を大宮消防署及び浦和消防署に配備し、運用

住宅防火対策推進シンポジウム（主催：総務省消防庁）が大宮ソニックシティで開催される。

２５年　９月 埼玉県越谷市竜巻災害の被災地に埼玉県下消防相互応援として３隊１４名の隊員を派遣する。

２７年　４月

２４年１０月 大宮消防署大成出張所及び浦和消防署日の出出張所の救急出場体制を２台体制とする。

２５年  ４月 さいたま市消防局第８代消防長に、小島晴夫氏が就任する。

大宮消防署下町出張所を新築移転し、施設名称を大宮消防署氷川参道出張所に改める。

２４年  ４月

２３年  ３月 東北地方太平洋沖地震の被災地に緊急消防援助隊として１０隊３９名の隊員を派遣する。

２１年１０月

２３年　４月 指令課の情報システム推進室を廃止し、総務部に消防企画課を新設する。

２２年　４月 さいたま市消防局第６代消防長に、大木充生氏が就任する。

２８年　５月 伊勢志摩サミット（主要国首脳会議）の消防特別警戒に伴う消防部隊として２隊２０名の隊員を派

２８年１０月

遣する。

１局３部９課１０消防署１５出張所の組織とする。

さいたま市消防局第７代消防長に、鈴木健一氏が就任する。

２３年  ９月

警防部に消防用偵察システム（さいたま偵察ヘリ１）を配備し、運用を開始する。

２９年　２月 埼玉県三芳町倉庫火災に埼玉県下消防相互応援として９隊３２名の隊員を派遣する。
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３１年　４月 さいたま市消防局第１１代消防長に、新藤純治氏が就任する。

予防部査察指導課に火薬・高圧ガス保安係を設置する。

第12次地方分権一括法の施行により「液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する

法律」に係る事務・権限が、埼玉県知事からさいたま市長へ移譲される。

第５次地方分権一括法の施行により「火薬類取締法」に係る事務・権限が、埼玉県知事からさい

たま市長へ移譲される。

３０年　３月

1局３部９課２室１０消防署１６出張所の組織とする。

２年１０月 岩槻消防署に消防隊１隊を増隊する。

３年１２月

３０年　４月 職員定数１,３５７名とする。

２９年１０月 大宮消防署氷川参道出張所に救急隊を１隊増隊し、救急隊の２隊運用を開始する。

令和

埼玉県加須市倉庫火災に埼玉県下消防相互応援として５隊３７名の隊員を派遣する。

見沼消防署を新築移転し、救助隊１隊を増隊する。

指令課のシステム企画室を廃止し、消防総務課課内室として消防団活躍推進室を設置する。

２９年　４月 さいたま市消防局第１０代消防長に、大熊郁夫氏が就任する。

２９年　３月　　 新指令センター庁舎の運用を開始する。

たま市長へ移譲される。

栃木県那須町雪崩事故の被災地に緊急消防援助隊として３隊１０名の隊員を派遣する。

１局３部９課１室１０消防署１５出張所の組織とする。

第５次地方分権一括法の施行により「高圧ガス保安法」に係る事務・権限が、埼玉県知事からさい

総務部に消防団活躍推進室を課相当として設置する。

旧見沼消防署庁舎を見沼消防署春野出張所に転用し、消防隊１隊、救急隊１隊の体制で運用を

２年　７月 岩槻消防署を新築移転する。

２年　４月 さいたま市消防局第１２代消防長に、林一浩氏が就任する。

１局３部９課１室１０消防署１６出張所の組織とする。

開始する。

５年　４月

３年　７月 東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に伴う消防特別警戒を実施する。

４年　４月 職員定数１,３９３名とする。

中央消防署を新築移転する。

救急課の指導係を廃止し、警防部に救急指導室を新設する。

北消防署から中央消防署へ特殊災害対応部隊を配置換えする。

さいたま市消防局第１３代消防長に、松本穂高が就任する。
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